



















































Issues about Political Educationat Special Schools for Students with 
Intellectual Disabilities : 






















































回収数は 30 部で回収率は 66.7％であった。
2．調査手続き









































































学校数(校） 割合（％）1.主たる障害種 知的障害 28 93.4視覚障害 1 3.3肢体不自由 1 3.32．職種 高等部主事 22 73.4授業担当者 4 13.3副校長・教頭 2 6.7高等部副主事 1 3.3生徒指導主事 1 3.3
表2　　調査回答者の概要 特別支援学校（n=30）









学校数(校） 割合（％）理由 社会情勢や他校の状況 12 50.0学校内の教員の意向 10 41.6教育委員会からの指示 1 4.2社会情勢や学校内の教員の意向 1 4.2
表4 　主権者教育を実施している理由 特別支援学校（n=24）
学校数(校） 割合（％）主権者教育の開始年度 平成２７年度から 12 50.0平成２８年度から 9 37.5平成２６年度以前から 3 12.5主権者教育の総時数 ２～５時間 18 75.0１時間 4 16.6６～１０時間 1 4.2不定期 1 4.2主権者教育の主担当者 担任 10 41.6教科担当者 6 25.0特別活動担当者 2 8.3生徒会担当者 2 8.3生徒指導担当者 1 4.2総合的な学習の時間の担当者 1 4.2副校長 1 4.2高等部主事 1 4.2主権者教育の対象生徒 高等部全員 16 66.6高等部３年生 4 16.6高等部２年生以上 1 4.2１８歳の生徒のみ 1 4.2社会自立を目指す生徒 1 4.2学習グループ別で実施 1 4.2主権者教育の授業の位置づけ 年間指導計画に位置付けて行っている 18 75.0臨時の授業として位置付けている 6 25.0
表5　　主権者教育の現状 特別支援学校（n=24）
学校数(校） 割合（％）主権者教育を行っている教科等 特別活動 8 34.8（複数回答可） 生活単元学習 7 30.4教科等を合わせた指導（生活単元学習以外） 5 21.7現代社会 2 8.7総合的な学習の時間 2 8.7職業・家庭 1 4.3具体的な指導内容 公職選挙法や選挙の具体的な仕組み 16 76.2（複数回答可） 模擬選挙などの実践的な学習活動 13 61.9現実の政治的事象についての話し合い活動 3 14.3使用教材 実際の投票箱など（選挙管理委員会から借用）を使用 13 61.9（複数回答可） 模擬の投票箱などを使用 7 33.3教師による自作の教材を使用 7 33.3総務省や文科省の副教材やホームページを使用 5 23.8
表6　　主権者教育を行なっている教科等、および具体的な指導内容と教材特別支援学校（n=23)









した学校は 12 校（50.0％）であり、「平成 28 年度から」
と回答した学校は 9 校（37.5％）であった。平成 26 年
度以前から実施していると回答した学校も 3 校（12.5％）




主権者教育の総時数は「2 ～ 5 時間」が最も多く 18
校（75.0％）、次いで「1 時間」が 4 校（16.6％）、「6 ～

























































































握している学校が 26 校中 12 校（46.2％）あった。
人数の内訳は、1 名中 1 名（2 校）、2 名中 1 名（1 校）、
2 名中 2 名（2 校）、3 名中 2 名（2 校）、5 名中 4 名（1 校）、




































（３）7 月 10 日の参議院選挙での様子について（保護者
からの情報）




























































































今回実施した国立大学附属特別支援学校を対象とした調査では、2016年度の公職選挙法改正をふまえた主権者教育への取り組みや関心の高まりがうかがえた。一方その質的充実の めには、学校の教育活動を通して主権者教育を推進するこ や、保護者との連携が不可欠であること、また、選挙管理委員会や選挙啓発団体など 外部機関や関係者と連携する必要性が示された。 今後は、先導的教育実践研究を担う国立大学附属の特別支援学校ではなく、全国の公立の特別支援学校の実情についても調査を行い、学校の実態に応じて系統的・計画的に主権者教育を推進していくことが望まれる。主権者教育の先進校の実践を共有し、知的障害という特性や特別支援学校という教育課程をふまえたテキストや教材の作成に取り組み、発信していくことで、模擬選挙を単なる投票体験に終わらせることなく、政治への関心を育て、政治に対する判断力を高める主権者教育へとつなげていくことができると考える。 
 謝辞  本研究をすすめるにあたり、調査にご協力くださいました全国国立大学附属特別支援学校の先生方に深く感謝いたします。 
 附記 本研究は、平成 28 年度学部長裁量経費（教育研究活性化等経費）を受けておこなわれた。 
 




1.pdf  （最終確認日2016年8月29日） 
2016）「主権者教育の推進に関する検討チーム」最終まとめ． 総務省（2016）学校教育と連携した啓発事業実態調査報告書． 
 
表10　　7月10日の参議院選挙での様子について（保護者からの情報）①学校での学習を活かして投票することができた　　・リハーサル通り、記入できた　　・学校で経験していたので一人でできた　　・投票に行くことが分かり意欲的に投票した　　・授業の経験があり、することが分かっていた　　・当日は落ち着いて投票を行うことができた
②期日前投票を行った　　・期日前投票をした　　・家庭の都合で期日前投票に行った
③代理投票、誘導、点字投票など、障害に応じた支援を受けて投票を行った　　・重度の生徒で管理委員の誘導、支援を受けながら動揺することなく投票ができた　　・新聞の選挙公報に印をつけて持って行き、代理投票の方に見せる方法で、何とか投票を済ませることができて安心した　　・家で名前を書いた紙を持って行き、投票所で書き写して参加することができた　　・生徒本人から、誘導や点字投票について話を聞くことができた
④誰を選ぶかを考えることが難しかった　　・誰を選ぶかは不十分であった　　・選ぶのが難しい（新聞などで候補者のことを学習した）
⑤投票しなかった（本人の意思、家庭の都合）　　・本人の意思で投票しなかった　　・練習していったけど、投票所に行くと緊張しすぎて腹痛をおこしてしまった
